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号

　

千
葉
県
印
西
市
に
あ
る
東
京
電
機
大
学
千
葉
ニ
ュ
ー
タ
ウ
ン
キ
ャ

ン
パ
ス
。
こ
の
敷
地
内
に
、
日
本
建
設
業
経
営
協
会
（
日
建
経
）
が
設

置
し
た
『
日
建
経
技
術
研
究
セ
ン
タ
ー
』
が
あ
る
。
同
セ
ン
タ
ー
は
、

日
建
経
中
央
技
術
研
究
所
の
実
験
研
究
施
設
と
し
て
、
東
京
電
機
大
学

と
の
産
学
共
同
に
よ
り
１
９
９
２
年
に
建
設
さ
れ
た
。

　

内
部
に
は
実
大
構
造
・
施
工
実
験
室
、
構
造
部
材
実
験
室
、
材
料
実

験
室
な
ど
が
配
置
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
屋
外
に
も
試
験
施
工
フ
ィ
ー
ル

ド
が
あ
り
、
多
く
の
実
験
を
行
っ
て
い
る
。

　

こ
れ
ま
で
に
実
施
さ
れ
た
実
験
と
し
て
、
軽
量
覆
工
板
の
開
発
や
簡

易
防
錆
工
法
の
開
発
、
免
震
住
宅
の
構
造
実
験
、
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
素
材

を
用
い
た
コ
ン
ク
リ
ー
ト
型
枠
の
開
発
、
構
造
ス
リ
ッ
ト
施
工
検
査
方

法
の
開
発
な
ど
が
公
表
さ
れ
て
い
る
。

　

セ
ン
タ
ー
は
日
建
経
会
員
各
社
に
お
け
る
技
術
開
発
の
象
徴
的
な

存
在
だ
。
日
建
経
中
央
技
術
研
究
所
の
研
究
活
動
を
実
験
面
か
ら
サ
ポ

ー
ト
し
、
会
員
各
社
に
よ
る
技
術
開
発
・
研
究
活
動
の
拠
点
と
な
っ
て

い
る
。
会
員
各
社
の
技
術
系
社
員
は
セ
ン
タ
ー
で
試
験
・
研
究
を
行
う

と
と
も
に
、
東
京
電
機
大
学
教
授
陣
の
指
導
・
協
力
を
得
ら
れ
る
。

　

中
堅
建
設
業
で
構
成
す
る
日
建
経
は
、
会
員
企
業
が
一
致
団
結
し
て

経
営
体
質
強
化
を
追
求
す
る
こ
と
な
ど
を
目
的
に
１
９
７
５
年
に
発

足
。
87
年
に
中
央
技
術
研
究
所
を
設
立
し
、
以
降
は
研
究
活
動
を
進
め

る
と
と
も
に
講
演
会
・
講
習
会
、
セ
ミ
ナ
ー
、
見
学
会
な
ど
を
通
じ
て

会
員
企
業
の
技
術
力
向
上
を
図
っ
て
き
た
。

　

建
設
業
界
は
経
営
統
合
や
吸
収
合
併
が
進
み
、
激
流
の
状
況
に
あ

る
。
こ
う
し
た
中
で
企
業
が
生
き
残
る
た
め
、
持
続
的
な
企
業
活
動
に

向
け
て
技
術
力
と
経
営
力
を
高
め
て
い
く
こ
と
は
、
こ
れ
か
ら
の
建
設

業
に
お
い
て
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
不
可
欠
な
要
素
だ
ろ
う
。
日
建
経
会

員
企
業
の
さ
ら
な
る
進
化
に
期
待
し
た
い
。

未来に向けて技術力を高める

技
術
と
経
営
に
優
れ
た
企
業
へ

大学敷地内にある
研究センター　　

会員企業が
実験を行う

施設では大学との共同実験も行う

構造の実験も可能

複数の設備が配置されている 中央技術研究所を実験面で支える 機器で強度を調査

屋外にも実験スペースがある
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は
、
建
設
機
械
の
自
動
化
技
術
を
支
え
る

Ａ
Ｉ
開
発
な
ど
を
進
め
る
。

　
「
建
設
・
土
木
」
で
は
建
機
自
動
化
技

術
に
お
け
る
技
術
基
盤
の
Ａ
Ｉ
開
発
向
け

の
改
良
を
行
う
。「
建
築
」
で
は
段
差
に

対
応
し
た
現
場
走
行
機
構
を
確
立
。
中
長

期
的
に
は
、
多
様
な
施
工
条
件
に
適
応
可

能
な
自
律
作
業
技
術
の
確
立
な
ど
を
進
め

る
。「
イ
ン
フ
ラ
保
守
」
で
は
、
巡
回
点

検
に
お
い
て
複
数
巡
回
ロ
ボ
に
よ
る
エ
リ

ア
分
担
制
御
、
バ
ル
ブ
開
閉
・
ス
イ
ッ
チ

押
下
・
多
種
扉
の
開
閉
な
ど
を
可
能
に
す

る
。◎

業
務
で
も
生
成
Ａ
Ｉ
活
用

　

国
交
省
は
２
０
２
６
年
度
以
降
、
直
轄

の
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務
に
お
い

て
、
生
成
Ａ
Ｉ
の
活
用
を
開
始
す
る
方
針

を
示
し
て
い
る
。
契
約
図
書
の
特
記
仕
様

書
に
生
成
Ａ
Ｉ
の
取
り
扱
い
を
明
記
す
る

と
共
に
、
受
注
者
に
計
画
書
作
成
や
生
成

Ａ
Ｉ
利
用
に
関
す
る
留
意
事
項
の
明
記
、

Ａ
Ｉ
学
習
を
考
慮
し
た
成
果
報
告
書
な
ど

を
求
め
、
受
発
注
者
双
方
が
積
極
的
に
生

成
Ａ
Ｉ
の
利
活
用
が
図
れ
る
環
境
を
整
備

し
て
い
く
考
え
。

◎
意
思
決
定
は
『
人
間
』

　

新
た
な
技
術
基
本
計
画
で
は
、
Ａ
Ｉ
を

含
め
て
新
た
な
技
術
の
開
発
・
活
用
を
推

進
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
そ
の
一
方

で
、
技
術
を
正
し
く
認
識
し
、
最
終
責
任

は
人
が
負
う
こ
と
を
強
調
す
る
。
技
術
の

限
界
を
踏
ま
え
、
技
術
で
は
代
替
で
き
な

い
「
意
思
決
定
」「
価
値
判
断
」
を
人
間

が
担
う
こ
と
、
そ
の
誇
り
や
使
命
感
を
醸

成
す
る
こ
と
の
重
要
性
を
示
し
て
い
る
。

　

技
術
の
さ
ら
な
る
進
展
、
そ
れ
を
実
現

す
る
研
究
開
発
体
制
の
充
実
、
実
装
に
よ

る
生
産
性
向
上
に
、
今
後
も
期
待
し
た

い
。
そ
し
て
、
そ
れ
ら
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

す
る
建
設
現
場
の
人
々
の
存
在
価
値
が
高

ま
り
、
仕
事
と
し
て
の
魅
力
向
上
や
人
材

確
保
に
つ
な
が
っ
て
ほ
し
い
と
こ
ろ
で
あ

る
。

素
型
コ
ン
ク
リ
ー
ト
標
準
化
、
再
生
骨
材

の
品
質
向
上
技
術
確
立
な
ど
を
掲
げ
て
い

る
。◎

ピ
ッ
チ
イ
ベ
ン
ト
開
催

　

国
土
交
通
省
は
３
月
17
日
、
建
設
分
野

の
フ
ィ
ジ
カ
ル
Ａ
Ｉ
活
用
を
目
指
し
た
ピ

ッ
チ
イ
ベ
ン
ト
を
都
内
の
機
械
振
興
会
館

で
開
催
し
た
。
イ
ベ
ン
ト
に
は
会
場
と
オ

ン
ラ
イ
ン
で
計
１
０
０
社
超
、
２
０
０
人

超
が
参
加
。
フ
ィ
ジ
カ
ル
Ａ
Ｉ
の
取
り
組

み
を
進
め
る
ゼ
ネ
コ
ン
や
建
機
メ
ー
カ

ー
、
大
学
な
ど
28
者
の
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ

ョ
ン
が
行
わ
れ
た
。

 　
フ
ィ
ジ
カ
ル
Ａ
Ｉ
は
、
Ａ
Ｉ
が
カ
メ

ラ
や
セ
ン
サ
ー
を
通
じ
て
物
理
空
間
を
認

識
・
把
握
し
、
ロ
ボ
ッ
ト
や
機
械
が
自
律

的
に
行
動
す
る
技
術
。

　

同
省
は
人
手
不
足
や
イ
ン
フ
ラ
老
朽

化
、
災
害
増
加
を
踏
ま
え
、
建
設
分
野
に

お
け
る
フ
ィ
ジ
カ
ル
Ａ
Ｉ
活
用
を
検
討
。

現
場
と
先
進
技
術
を
ど
う
結
び
つ
け
る
か

が
課
題
と
な
っ
て
お
り
、
実
装
が
見
込
ま

れ
る
技
術
の
直
轄
現
場
で
の
実
証
、
作
業

デ
ー
タ
収
集
、
デ
ー
タ
連
携
基
盤
整
備
を

実
施
す
る
方
針
。

　

重
点
対
象
分
野
と
し
て
は
▽
土
木
施
工

（
自
動
施
工
の
高
度
化
や
運
搬
作
業
の
自

動
化
）
▽
維
持
管
理
（
除
草
作
業
や
除
雪

作
業
の
自
動
化
）
▽
災
害
対
応
（
現
地
調

査
や
運
搬
作
業
の
自
動
化
）
―
な
ど
が
見

込
ま
れ
る
。

　

フ
ィ
ジ
カ
ル
Ａ
Ｉ
活
用
方
法
と
し
て

は
、
人
の
作
業
を
ロ
ボ
ッ
ト
が
自
律
・
半

自
律
で
行
う
「
ロ
ボ
ッ
ト
系
」
と
、
既
存

建
機
に
Ａ
Ｉ
や
セ
ン
サ
ー
を
組
み
込
ん
で

人
の
作
業
を
補
完
・
代
替
す
る
「
建
設
機

械
系
」
を
想
定
し
て
い
る
。

◎
Ａ
Ｉ
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
戦
略

　

Ａ
Ｉ
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
に
関
す
る
関
係
府

省
連
絡
会
議
は
、
実
装
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を

作
成
し
て
い
る
。
２
０
３
０
年
ご
ろ
ま
で

の
短
期
と
中
長
期
的
な
期
間
に
お
け
る
取

り
組
み
を
示
し
て
お
り
、
建
設
分
野
で

　

分
野
別
技
術
政
策
と
し
て
は
、
自
動
化

施
工
技
術
の
基
盤
と
な
る
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｒ
Ａ
の

整
備
、
建
築
・
都
市
の
Ｄ
Ｘ
加
速
化
、
電

子
国
土
基
本
図
の
３
次
元
化
、
デ
ジ
タ
ル

技
術
活
用
に
よ
る
イ
ン
フ
ラ
設
計
・
施
工
・

維
持
管
理
・
運
用
の
高
度
化
、
除
雪
作
業

の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
、
防
災
公
園
整
備
、
道
路
・

下
水
道
の
新
た
な
点
検
技
術
活
用
、
低
炭

選
定
な
ど
を
助
言
す
る
専
門
家
を
派
遣
。

技
術
に
関
す
る
必
要
な
情
報
の
集
約
・
提

供
も
行
う
。

　

技
術
開
発
を
支
え
る
人
材
育
成
の
分
野

で
は
、
中
小
企
業
向
け
に
人
材
育
成
の
好

事
例
収
集
、
好
事
例
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
化
・

手
引
き
作
成
、
さ
ら
な
る
好
事
例
の
収
集

を
循
環
さ
せ
る
。

や
公
募
が
個
別
に
実
施
さ
れ
て
お
り
、
断

片
的
で
あ
る
た
め
、
外
部
か
ら
全
体
を
把

握
す
る
こ
と
が
難
し
い
状
況
に
あ
る
。
こ

れ
を
踏
ま
え
、
開
発
・
実
装
・
普
及
を
一

元
的
に
発
信
す
る
技
術
開
発
プ
ラ
ッ
ト
フ

ォ
ー
ム
を
構
築
す
る
。
現
場
ニ
ー
ズ
を
明

確
化
す
る『
ニ
ー
ズ
リ
ス
ト
』を
公
開
し
、

補
助
金
な
ど
も
『
支
援
制
度
マ
ッ
プ
』
と

し
て
ま
と
め
る
。

　

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
構
築
は
、
中
小
企

業
、
異
分
野
企
業
が
そ
れ
ぞ
れ
に
適
し
た

制
度
を
活
用
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が

狙
い
。
大
企
業
で
は
政
策
ニ
ー
ズ
や
ロ
ー

ド
マ
ッ
プ
を
踏
ま
え
た
長
期
的
な
研
究
開

発
が
可
能
と
な
る
。
同
省
で
は
『
自
前
主

義
か
ら
の
脱
却
』『
分
野
を
超
え
た
連
携
』

に
よ
り
、
多
く
の
関
係
者
を
巻
き
込
ん
で

研
究
開
発
を
強
化
す
る
こ
と
を
目
指
し
て

い
る
。

◎
人
材
不
足
に
も
対
応
を

　

技
術
開
発
の
分
野
で
は
「
社
会
実
装
の

加
速
化
」
も
重
点
的
に
取
り
組
む
。
特
に

技
術
系
職
員
が
不
足
す
る
地
方
公
共
団
体

や
中
小
企
業
へ
の
普
及
に
向
け
、
新
技
術

地
域
社
会
と
経
済
成
長
を
テ
ー
マ
に
掲
げ

る
。◎

情
報
を
一
元
的
に
発
信

　

技
術
開
発
の
分
野
で
は
「
研
究
開
発
の

強
化
」
に
向
け
、
国
交
省
や
国
土
技
術
政

策
総
合
研
究
所
（
国
総
研
）
な
ど
を
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
機
関
と
し
て
、
企
業
や
大
学
の

研
究
開
発
を
支
援
。
現
場
や
技
術
開
発
者

の
相
談
に
も
応
じ
る
。
取
り
組
み
や
社
会

実
装
に
至
る
ノ
ウ
ハ
ウ
を
蓄
積
し
、
研
究

開
発
を
推
進
す
る
考
え
。

　

ま
た
現
在
は
技
術
開
発
に
関
す
る
制
度

発
強
化
、
社
会
実
装
の
加
速
化
、
技
術
政

策
を
支
え
る
人
材
育
成
に
取
り
組
む
こ
と

と
し
て
い
る
。

　

計
画
の
鍵
と
な
る「
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・

エ
コ
シ
ス
テ
ム
」
は
、
既
存
技
術
の
発
展

や
継
承
を
基
盤
と
し
つ
つ
、
変
化
す
る
社

会
や
新
た
な
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
、
産
学
官

連
携
や
異
分
野
参
入
な
ど
に
よ
り
技
術
開

発
と
人
材
育
成
・
確
保
の
施
策
を
推
進
す

る
も
の
。

　

計
画
で
は
「
目
指
す
社
会
」
と
し
て
、

Ａ
Ｉ
・
デ
ジ
タ
ル
活
用
、
強
靱
な
国
土
、

グ
リ
ー
ン
社
会
、
多
様
な
ニ
ー
ズ
対
応
、

◎
技
術
革
新
を
生
み
出
す

　

国
土
交
通
行
政
に
お
け
る
技
術
政
策
の

新
た
な
指
針
と
な
る
『
第
６
期
技
術
基
本

計
画
』
は
、
３
月
31
日
に
公
表
さ
れ
た
。

計
画
期
間
は
２
０
２
６
年
度
か
ら
５
年

間
。
同
計
画
は
、
技
術
革
新
を
生
み
出
す

「
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
エ
コ
シ
ス
テ
ム
」

を
確
立
し
、
安
全
・
安
心
で
豊
か
な
未
来

を
創
造
す
る
こ
と
を
目
標
と
し
て
研
究
開

　

建
設
業
界
で
は
深
刻
な
人
手
不
足
が
長
く
続
い
て
お
り
、
人
材
確
保
と
と
も
に
生

産
性
向
上
が
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
状
況
を
背
景
と
し
て
、
国
土

交
通
省
が
Ａ
Ｉ
・
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
を
軸
と
し
た
新
た
な
技
術
基
本
計
画
を
策

定
し
た
。
社
会
課
題
を
解
決
す
る
た
め
の
技
術
開
発
と
社
会
実
装
、
そ
の
技
術
開
発

を
支
え
る
人
材
育
成
の
取
り
組
み
を
ま
と
め
て
い
る
。
す
で
に
、
最
新
技
術
を
活
用

す
る
動
き
、技
術
を
進
展
さ
せ
よ
う
と
す
る
動
き
も
見
ら
れ
る
。技
術
面
に
お
い
て
、

国
土
交
通
行
政
は
ど
の
よ
う
に
変
わ
っ
て
い
く
の
だ
ろ
う
か
。

Ａ
Ｉ
・
デ
ジ
タ
ル
活
用
推
進
へ

国交省 新たな技術基本計画を策定

フィジカルＡＩピッチイベント

「イノベーション・エコシステム」の機能として、横断的技術政策を推進

〈研究開発の強化〉
◦ニーズの明確化と研究開発マネジメントの強化
◦オープンイノベーションの推進、産学官の連携強化
◦資金面・設備面等の支援の充実
〈社会実装の加速化〉
◦総合的な価値を評価する制度設計
◦新技術を前提とした制度設計
◦新技術の普及促進
◦国際展開も見据えた制度設計

社会課題解決のための技術開発の牽引
〈技術者の活躍できる多様な場・機会の創出〉
◦�ＳＩＰ等の実務を通じた分野横断的な支援や研究開発マネジメント
能力の養成ほか

〈技術者に関わる制度・システム改革の推進〉
◦多様な人材が交流する環境整備
◦技術者に係る制度・規範の整備・推進

〈国交省職員が働きがいを持って成長できる職場の実現〉
◦新技術を活用するモデル事務所の経験を促し、活躍を評価

技術開発を支える人材育成

長期的な視点で実現すべき「目指す社会」

ＡＩ・デジタルの徹底的な
活用によるスマート社会

豊かで活力ある地域と経済
成長の実現

強靱な国土が支える持続的
で安全・安心な社会 持続可能なグリーン社会 多様なニーズに対応した誰

もが活躍できる社会

「イノベーション・エコシステム」を活用し、５つの「目指す社会」に資する分野別技術政策を推進

ＡＩ・デジタルの徹底的な
活用によるスマート社会
◦基盤整備
◦スマートインフラ
◦スマート交通

豊かで活力ある地域と経済
成長の実現
◦豊かで活力ある地域社会
◦経済成長・国際展開

強靱な国土が支える持続的
で安全・安心な社会
◦防災・減災
◦インフラメンテナンス
◦交通安全

持続可能なグリーン社会
◦�2050年カーボンニュート
ラル実現

◦�持続可能な都市・地域の
ための社会基盤の実現

多様なニーズに対応した誰
もが活躍できる社会

「目指す社会」に向けた各機関の共通的な目標・基本方針

社会の変化を捉えた技術革新を生み出す「イノベーション・エコシステム」を確立し、持続可能で強靱な社会を築き、安
全・安心で豊かな未来を創造する上位目標

小目標 技術革新への投資を強化し、革新的な技術の社会実装を加速
する

基本方針 イノベーションを創出する研
究開発と多様な連携の活性化

制度と事業が融合した社会実
装の迅速化

小目標多様な知と人材が躍動するイノベーション・エコシステムを
構築し、未来を拓く技術者を輩出する

基本方針挑戦を恐れない技術者と活気ある現場の創出

第６期国土交通省技術基本計画の概要

イノベーション・エコシステムの概要図

建設分野におけるフィジカルＡＩの活用促進

◦制度整備・規制緩和による環境整備
◦�公的資金や公共調達による研究・事�
業支援

国土交通省・政府

◦新技術への理解
◦新サービス受容と行動変容

国民
◦市場ニーズ提示
◦サプライチェーン活用

民間企業

◦新技術を広める情報発信
◦行政・企業・市民をつなぐ橋渡し

報道機関
◦新ビジネスモデル創出
◦データ利活用促進

ＤＸ・ＡＩ企業

◦新技術の品質保証・安全性検証
◦規格・認証への適合確認

試験・分析機関
◦地域資源を活かした新事業
◦地域課題を起点とした実証

地域企業・中小企業

◦日本発の技術の海外展開支援
◦国際的な人材交流

国際パートナー
◦業界全体の共通課題整理
◦規格策定、政策提言

業界団体

◦新しい知識・技術の創出
◦産学連携を通じた社会還元

大学

◦�住民サービス起点の新しい
需要創出
◦�地域企業や大学をつなぐハ
ブ役

地方公共団体
◦�社会課題解決に向けた技術開発
◦行政や企業との共同研究

研究機関

◦資金供給（融資・投資）
◦�ファンドなど資金循環�
形成

金融機関 ◦�新しい発想を社会に
提案
◦�既存枠組みを超えた
挑戦

スタートアップ

推進基盤 知の創造

社会への
広がり

研究開発の強化

研
究
開
発
を
支
え
る
人
材
育
成

社会
実装
の加
速化

社会変化・
新しいニーズ
への対応

未来を拓く
技術者

国民の
豊かな未来

新たな
技術・価値
の創造

多様な組織
の協働

重点対象分野イメージ
土木施工

（自動施工、施工管理など）
維持管理

（除草作業、除雪作業など）
災害対応

（現地調査、運搬作業など）

実施内容イメージ

ロボット系
開発・導入方策

◦�従前の業務プロセス改善、人の作業をロボットが自律・半自
律で行うインフラマネジメント、直轄現場での実証および評
価に取り組む。

◦�開発促進のため、作業データや現場データの標準化、技術基
準類およびデータ連携基盤を整備

建設機械系
開発・導入方策

◦�既存の建設機械（車両系を含む）にＡＩやセンサーを組み込
み、人が認識・判断している作業を補完・代理

◦�土木研究所が公開している自動施工技術基盤（ＯＰＥＲＡ）
を活用し、ＡＩの実装を含む技術開発を促進し、自動化建設
機械の高度な自律化を実現
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革
と
い
っ
た
課
題
の
解
決
に
向
け
、
そ
の

重
要
性
は
高
ま
っ
て
お
り
、
導
入
企
業
で

は
業
務
効
率
化
や
コ
ス
ト
削
減
と
い
っ
た

成
果
が
現
れ
て
い
る
。

　

国
交
省
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
よ
れ
ば
▽
社

内
体
制
の
構
築
▽
Ｉ
Ｃ
Ｔ
機
器
・
人
材
の

内
製
化
▽
企
業
間
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成

―
の
３
点
が
Ｄ
Ｘ
化
の
成
否
を
左
右
す
る

要
因
と
な
る
そ
う
だ
。
同
省
の
「
建
設
市

場
整
備
推
進
事
業
費
補
助
金
」
以
外
に

も
、
中
小
企
業
庁
に
よ
る
「
中
小
企
業
省

力
化
投
資
補
助
金
」
な
ど
の
各
種
支
援
策

の
活
用
も
視
野
に
、
取
り
組
み
を
開
始
す

る
こ
と
が
持
続
可
能
な
地
域
建
設
業
の
道

筋
へ
と
つ
な
が
っ
て
い
く
の
で
は
な
い
だ

ろ
う
か
。

積
み
重
ね
、
企
業
力
の
強
化
に
つ
な
げ
て

ほ
し
い
と
い
う
意
図
が
あ
る
。

　

国
交
省
は
「
ｉ
―
Ｃ
ｏ
ｎ
ｓ
ｔ
ｒ
ｕ
ｃ

ｔ
ｉ
ｏ
ｎ
２
・
０
」
で
40
年
度
ま
で
に
省

人
化
３
割
、 

生
産
性
１
・
５
倍
の
達
成
を

目
標
に
掲
げ
て
い
る
。
そ
の
実
現
の
た
め

に
も
中
小
建
設
企
業
に
向
け
た
取
り
組
み

を
強
化
し
て
お
り
、「
建
設
市
場
整
備
推

進
事
業
費
補
助
金
」
な
ど
の
支
援
策
も
そ

の
一
環
と
な
る
。

◎
Ｄ
Ｘ
を
軸
に

　

中
小
建
設
企
業
が
「
地
域
の
守
り
手
」

と
し
て
の
役
割
を
果
た
し
続
け
る
た
め
に

も
、
Ｄ
Ｘ
化
の
推
進
は
有
効
な
手
段
で
あ

る
。
人
材
不
足
や
技
術
継
承
、
働
き
方
改

円
増
額
し
、
３
億
円
規
模
で
支
援
を
行

う
。
補
助
対
象
の
機
器
は
、
前
回
か
ら
の

ウ
ェ
ア
ラ
ブ
ル
カ
メ
ラ
や
ド
ロ
ー
ン
に
加

え
、
前
回
の
実
績
を
踏
ま
え
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
建

機
、
３
Ｄ
レ
ー
ザ
ー
ス
キ
ャ
ナ
ー
、
次
世

代
衛
星
通
信
サ
ー
ビ
ス
な
ど
を
新
た
に
追

加
し
、
実
施
企
業
を
募
集
す
る
。

　

重
要
な
の
は
、
こ
れ
ら
の
技
術
が
「
導

入
し
て
終
わ
り
」
で
は
な
く
、
平
時
の
施

工
や
維
持
管
理
の
中
で
継
続
的
に
活
用
さ

れ
る
こ
と
も
重
視
さ
れ
る
点
だ
。
防
災
訓

練
な
ど
を
通
じ
て
操
作
技
術
や
運
用
手
順

に
習
熟
す
る
と
共
に
、
日
常
業
務
に
落
と

し
込
む
こ
と
も
見
据
え
る
。
災
害
時
に
も

迷
い
な
く
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
で
き
る
体
制
を

構
築
す
る
た
め
、
日
々
の
業
務
で
実
践
を

の
安
全
性
向
上
、
作
業
に
お
け
る
省
人 

化
・
効
率
化
な
ど
へ
の
取
り
組
み
と
し
て

活
用
さ
れ
て
お
り
、
同
省
で
は
今
後
の
申

請
者
へ
の
参
考
と
な
る
よ
う
、
採
択
事
業

の
中
か
ら
一
部
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表

し
て
い
る
。

　

事
例
で
は
、
山
間
地
や
豪
雪
地
帯
な

ど
、
地
域
ご
と
に
異
な
る
災
害
リ
ス
ク
に

対
し
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
技
術
の
特
徴
を
う
ま
く
活

用
し
た
取
り
組
み
が
紹
介
さ
れ
て
い
る
。

こ
う
し
た
現
場
発
の
事
例
は
同
様
の
責
務

を
担
う
建
設
企
業
に
と
っ
て
お
手
本
に
な

り
、
顕
在
化
す
る
課
題
や
リ
ス
ク
に
気
付

く
き
っ
か
け
に
も
な
る
。
建
設
業
界
全
体

で
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
ス
キ
ル
を
底
上
げ
す
る
こ
と

に
つ
な
が
る
取
り
組
み
だ
。

◎
26
年
は
３
億
円
規
模
で

　

支
援

　

こ
の
よ
う
な
取
り
組
み
は
、
平
時
の
生

産
性
向
上
に
加
え
災
害
発
生
時
の
対
応
力

強
化
に
も
直
結
す
る
。
地
域
建
設
企
業

は
、
発
災
直
後
の
初
動
対
応
や
応
急
復
旧

を
担
う
最
前
線
に
位
置
し
て
い
る
。
限
ら

れ
た
人
員
で
迅
速
か
つ
安
全
に
対
応
す
る

た
め
に
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
に
よ
る
効
率
化
と
情

報
共
有
の
高
度
化
が
不
可
欠
だ
。
本
補
助

金
は
、
こ
う
し
た
“
い
ざ
と
い
う
時
”
に

機
能
す
る
体
制
づ
く
り
を
平
時
か
ら
支
え

る
点
で
も
意
義
が
大
き
い
。

　

25
年
は
全
国
建
設
業
協
会
が
執
行
団
体

を
務
め
、
予
算
額
約
２
億
５
０
０
０
万
円

を
上
限
に
事
業
を
実
施
し
た
。
好
評
だ
っ

た
こ
と
か
ら
26
年
は
予
算
を
５
０
０
０
万

設
企
業
に
と
っ
て
施
工
の
効
率
化
と
安
全

性
確
保
を
両
立
し
、
大
き
な
導
入
効
果
が

見
込
ま
れ
る
。
他
方
、
導
入
費
用
や
利
活

用
で
き
る
『
Ｉ
Ｃ
Ｔ
人
材
』
の
確
保
・
育

成
は
課
題
と
な
る
。
人
材
不
足
に
悩
む
地

域
の
建
設
企
業
に
と
っ
て
ジ
レ
ン
マ
に
他

な
ら
な
い
。

◎
地
域
の
守
り
手
を
支
援

　

こ
う
し
た
課
題
に
対
応
す
る
施
策
と
し

て
、
国
土
交
通
省
が
実
施
す
る
「
建
設
市

場
整
備
推
進
事
業
費
補
助
金
」
が
重
要
な

役
割
を
果
た
し
て
い
る
。
地
域
建
設
企
業

に
よ
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
技
術
の
導
入
・
活
用
促
進

を
目
的
に
、
資
金
面
や
人
材
面
の
制
約
か

ら
新
技
術
の
導
入
が
進
み
に
く
い
中
小
企

業
に
対
し
、
実
装
の
機
会
を
提
供
す
る
こ

と
で
、
現
場
の
変
革
を
後
押
し
す
る
狙
い

だ
。

　
「
建
設
市
場
整
備
推
進
事
業
費
補
助
金
」

は
、
地
域
の
守
り
手
と
な
る
中
堅
・
中
小

建
設
従
事
者
が
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
技
術
へ
の
習
熟

を
深
め
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
施
工
管
理

や
迅
速
な
応
急
復
旧
を
実
現
す
る
体
制
づ

く
り
を
支
援
す
る
も
の
。
地
域
の
建
設
企

業
な
ど
が
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
技
術
を
活
用
し
て
応

急
復
旧
活
動
を
想
定
し
た
訓
練
な
ど
を
行

う
場
合
に
、
機
器
購
入
費
や
訓
練
に
要
す

る
費
用
の
２
分
の
１
を
間
接
補
助
に
よ
り

助
成
す
る
。

　

こ
の
補
助
金
を
活
用
し
て
、
25
年
度
は

ド
ロ
ー
ン
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
建
機
な
ど
を
活
用
し

た
事
業
が
採
択
さ
れ
た
。
実
際
に
各
地
の

防
災
訓
練
で
被
災
状
況
の
把
握
や
作
業
員

　

自
然
災
害
が
激
甚
化
・
頻
発
化
す
る
な

か
、
国
・
自
治
体
な
ど
と
防
災
の
包
括
協

定
を
結
び
災
害
現
場
の
最
前
線
で
応
急
復

旧
対
応
を
担
う
こ
と
が
、
地
域
の
建
設
企

業
の
役
割
の
一
つ
と
な
っ
て
い
る
。
災
害

時
の
応
急
復
旧
対
応
に
加
え
、
イ
ン
フ
ラ

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
へ
の
現
場
で
の
対
応
な

ど
、
地
域
の
建
設
企
業
が
『
守
り
手
』
と

な
っ
て
負
う
責
務
は
増
す
ば
か
り
だ
。

　

一
方
で
、
地
域
の
建
設
企
業
の
多
く
が

中
小
規
模
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
余
力
の
な

い
経
営
基
盤
に
よ
り
人
材
確
保
や
機
材
・

設
備
投
資
に
制
約
を
抱
え
る
。
実
際
、
人

手
不
足
か
ら
事
業
継
続
が
困
難
と
な
り

『
災
害
対
応
空
白
地
域
』
の
顕
在
化
も
懸

念
さ
れ
て
い
る
。

　

そ
の
よ
う
な
中
、
人
手
不
足
の
切
り
札

と
し
て
期
待
さ
れ
て
い
る
の
が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
技

術
の
活
用
だ
。
ド
ロ
ー
ン
や
３
Ｄ
ス
キ
ャ

ナ
ー
に
よ
る
迅
速
な
状
況
把
握
に
加
え
、

デ
ー
タ
連
携
可
能
な
Ｉ
Ｃ
Ｔ
建
設
機
械
に

よ
る
施
工
の
自
動
化
な
ど
は
、
す
で
に
建

設
現
場
で
活
躍
し
て
い
る
。

　

衛
星
通
信
を
活
用
す
れ
ば
大
容
量
デ
ー

タ
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
に
情
報
共
有
す
る
こ

と
も
可
能
だ
。
一
般
的
な
通
信
環
境
で
は

連
携
が
図
れ
な
か
っ
た
有
事
の
際
の
被
災

地
や
山
間
部
な
ど
の
僻
地
、
ト
ン
ネ
ル
坑

内
な
ど
、
活
用
範
囲
が
さ
ら
に
広
が
る
。

災
害
対
応
、
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
・
保
全
な

ど
幅
広
い
ニ
ー
ズ
に
対
応
で
き
る
よ
う
に

な
る
。

　

こ
の
よ
う
な
Ｉ
Ｃ
Ｔ
技
術
の
活
用
は
、

特
に
人
材
や
機
材
に
制
約
の
あ
る
地
域
建

　

自
然
災
害
の
激
甚
化
に
伴
い
地
域
の
建
設
企
業
が
担
う
防
災
・
減
災
の
役
割
は
一
層
重
み
を
増
し
て
い
る
。
一
方
で
、
人

材
や
設
備
と
い
っ
た
企
業
力
に
制
約
を
抱
え
る
企
業
も
多
い
。
特
に
、
中
小
企
業
に
と
っ
て
日
常
の
業
務
と
は
別
の
災
害
対

応
力
を
強
化
し
、
維
持
す
る
こ
と
は
容
易
な
こ
と
で
は
な
い
。
こ
う
し
た
課
題
に
対
し
、
国
土
交
通
省
が
２
０
２
５
年
度
か

ら
開
始
し
た
制
度
が
有
効
な
手
段
と
な
っ
て
い
る
。
国
が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
技
術
の
導
入
と
人
材
育
成
を
後
押
し
す
る
仕
組
み
で
、
昨

年
度
の
実
施
か
ら
す
で
に
現
場
で
成
果
が
現
れ
て
い
る
よ
う
だ
。

ＤＸで防災・減災の未来を拓く 地
域
建
設
業
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
導
入
を
後
押
し

【
導
入
機
器
】

　

▽
Ｉ
Ｃ
Ｔ
建
機
（
０
・
45
㎥
Ｂ

Ｈ
マ
シ
ン
ガ
イ
ダ
ン
ス
）
▽
ド
ロ

ー
ン
▽
３
Ｄ
ス
キ
ャ
ナ
ー
機
器
▽

ロ
ー
テ
ー
テ
ィ
ン
グ
レ
ー
ザ
ー
▽

自
動
追
尾
ト
ー
タ
ル
ス
テ
ー
シ
ョ

ン
―
な
ど
。

【
導
入
効
果
】

　

▽
Ｉ
Ｃ
Ｔ
建
機
＝
導
入
前
は
２

次
災
害
防
止
の
た
め
、
丁
張
設
置

や
手
元
作
業
員
の
配
置
で
時
間
と

人
が
必
要
だ
っ
た
が
、
導
入
に
よ

り
丁
張
が
不
要
と
な
り
、
災
害
箇

所
へ
の
派
遣
人
員
の
削
減
や
工
程

の
２
割
程
度
の
短
縮
、
安
全
確
保

な
ど
の
効
果
を
得
た
。

　

▽
ド
ロ
ー
ン
、
３
Ｄ
ス
キ
ャ
ナ

ー
機
器
＝
導
入
前
は
測
量
機
器
を

設
置
で
き
る
箇
所
ま
で
通
路
を
確

保
す
る
作
業
が
必
要
だ
っ
た
が
、

導
入
に
よ
り
道
路
啓
開
前
で
も
Ｕ

Ａ
Ｖ
に
よ
る
点
群
デ
ー
タ
作
成
が

可
能
と
な
り
、
測
量
作
業
の
効
率

化
が
図
れ
た
ほ
か
、
従
来
２
日
程

度
か
か
っ
て
い
た
点
群
撮
影
作
業

を
約
30
分
で
実
施
で
き
る
よ
う
に

な
っ
た
。

　

▽
自
動
追
尾
ト
ー
タ
ル
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
＝
測
量
・
出
来
形
計
測
の

作
業
を
２
人
か
ら
１
人
で
行
え
る

よ
う
に
な
っ
た
。

Ｉ
Ｃ
Ｔ
建
機
に
よ
る
崩
落

斜
面
の
土
砂
撤
去

　小林組（新潟県阿賀野市）は、北陸地方整備局におけ
る２０２５年度の防災訓練（２５年９月１日実施）にお
いて、ＩＣＴ建機やドローン、３ＤスキャナーなどのＩ
ＣＴ技術を活用して初動対応の高度化に取り組んだ結
果、地形を迅速に把握してデータ連携を行い崩落土砂の
撤去を行う施工を成功させた。発災時の制約下で応急復
旧を迅速かつ的確に行い、人員削減や工程短縮、安全性
の確保といった効果を確認し、実際の災害を見据えた効
率的な対応体制の構築に手応えを得た。

小
　
林
　
組

ICT活用で災害対応を迅速化

【
導
入
機
器
】

　

▽
点
群
デ
ー
タ
リ
ア
ル
タ
イ
ム

処
理
機
能
付
レ
ー
ザ
ー
ス
キ
ャ
ナ

ー
▽
点
群
処
理
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
―

他
。

【
導
入
効
果
】

　

▽
地
上
型
レ
ー
ザ
ー
ス
キ
ャ
ナ

ー
＝
被
災
状
況
の
確
認
は
写
真
撮

影
や
ス
ケ
ッ
チ
に
よ
る
二
次
元
的

な
記
録
に
留
ま
り
、
記
録
内
容
の

把
握
や
精
度
確
認
に
時
間
を
要
し

て
い
た
が
、
点
群
デ
ー
タ
の
取
得

と
可
視
化
に
よ
り
、
現
場
全
体
の

三
次
元
記
録
時
間
が
３
割
短
縮
で

き
、
被
災
範
囲
や
変
状
の
把
握
精

度
が
大
幅
に
向
上
し
た
。

　

▽
点
群
デ
ー
タ
処
理
ソ
フ
ト
ウ

ェ
ア
＝
点
群
デ
ー
タ
の
整
理
・
解

析
に
は
専
門
知
識
が
必
要
な
た

め
、
結
果
の
共
有
ま
で
に
時
間
を

要
し
て
い
た
が
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

の
導
入
に
よ
り
レ
ー
ザ
ー
ス
キ
ャ

ナ
ー
で
取
得
し
た
デ
ー
タ
を
そ
の

場
で
処
理
し
て
、
短
時
間
で
断
面

図
を
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
な
っ
た
。
処
理
時
間
が
７
時

間
削
減
さ
れ
、
現
場
で
の
即
応
力

向
上
、
後
工
程
の
省
力
化
が
図
れ

た
。

レーザースキャナー
による点群取得

点群処理ソフトを使
った状況把握

　藤本建設（徳島県阿南市）は、２０２５年度の南海ト
ラフ地震を想定した道路啓開訓練で地上型レーザースキ
ャナーや点群処理ソフトを活用し、災害現場の初動対応
の迅速化と記録精度の向上に取り組んだ。南海トラフ地
震を想定した防災訓練で機器を活用し３Ｄデータを即時
取得し解析することで、被災状況の可視化と情報共有を
迅速化。土量算出の効率化や作業時間の大幅削減も確認
され、平時の施工管理への展開を含めた生産性向上に手
応えを得た。

藤
本
建
設

3Dデータを活用して早期に道路啓開

【
導
入
機
器
】

　

▽
Ｉ
Ｃ
Ｔ
建
機
（
３
Ｄ
０
・
80

㎥
マ
シ
ン
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
Ｂ
Ｈ
＋

遠
隔
操
縦
装
置
）
▽
標
定
点
不
要

Ｇ
Ｎ
Ｓ
Ｓ
（
全
球
測
位
衛
星
シ
ス

テ
ム
）
ロ
ー
バ
ー
―
な
ど
。

【
導
入
効
果
】

　

▽
Ｉ
Ｃ
Ｔ
建
機
＝
従
来
は
２
次

災
害
防
止
の
た
め
、
丁
張
設
置
や

手
元
作
業
員
の
配
置
で
時
間
と
人

が
必
要
だ
っ
た
が
、
１
現
場
当
た

り
測
量
丁
張
２
人
程
度
、
丁
張
合

図
10
人
程
度
の
人
員
削
減
が
図
れ

た
ほ
か
、
防
止
に
よ
る
安
全
性
の

確
保
を
図
る
こ
と
が
で
き
た
。

　

▽
Ｇ
Ｎ
Ｓ
Ｓ
ロ
ー
バ
ー
＝
災
害

時
は
ド
ロ
ー
ン
に
よ
る
測
量
で
あ

っ
て
も
、
標
定
点
を
作
成
す
る
た

め
に
危
険
が
伴
う
こ
と
に
加
え
人

員
配
置
に
時
間
を
要
し
て
い
た
。

ま
た
、
標
定
点
不
要
Ｇ
Ｎ
Ｓ
Ｓ
ロ

ー
バ
ー
を
利
用
す
る
こ
と
で
、
標

定
点
作
成
の
た
め
の
人
員
１
人

と
、事
務
所
で
の
作
業
０
・
５
人
、

標
定
点
マ
ー
ク
０
・
５
人
の
合
計

３
人
の
削
減
を
達
成
し
た
。

ＧＮＳＳローバーの
使い方講習

　井中組（鳥取県倉吉市）は、ＩＣＴ建機やドローン、
ＧＮＳＳローバーといったＩＣＴ技術を活用して、発災
時の迅速かつ的確な応急復旧対応の高度化に取り組ん
だ。電波不感地帯での孤立集落発生を想定し、遠隔施工
や衛星通信で被災状況の把握と共有を迅速に行ったほ
か、人員削減による安全性向上の効果も確認。今後は平
時からの活用を通じて、若手技術者の経験不足を補い、
地域全体の技術力向上と災害対応力強化につなげてい
く。

井
　
中
　
組

衛星通信で孤立集落の発生に対応

【
導
入
機
器
】

　

▽
マ
シ
ン
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
型
Ｉ

Ｃ
Ｔ
建
機
―
他
。

【
導
入
効
果
】

　

▽
マ
シ
ン
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
型
Ｉ

Ｃ
Ｔ
建
機
＝
導
入
前
は
、
丁
張
設

置
や
人
に
よ
る
掘
削
管
理
が
必
要

で
、
施
工
前
準
備
に
も
時
間
を
要

し
て
お
り
、
掘
削
時
に
も
オ
ペ
レ

ー
タ
以
外
に
掘
削
の
深
さ
を
確
認

す
る
補
助
者
が
必
要
だ
っ
た
。
ま

た
、
施
工
の
精
度
は
オ
ペ
レ
ー
タ

の
経
験
に
依
存
す
る
部
分
が
大
き

か
っ
た
。

　

導
入
に
よ
り
掘
削
深
さ
を
自
動

制
御
で
き
る
た
め
、
補
助
者
に
よ

る
掘
削
管
理
作
業
を
省
力
化
が
で

き
、
現
場
条
件
に
よ
っ
て
延
べ
１

人
分
程
度
の
効
率
化
が
図
れ
る
こ

と
を
確
認
し
た
。
ま
た
、
自
動
制

御
に
よ
り
過
掘
削
や
修
正
作
業
が

減
少
し
、
修
正
作
業
に
要
し
て
い

た
手
間
が
減
り
、
概
ね
３
割
程
度

の
削
減
効
果
を
確
認
し
た
。
掘
削

深
さ
を
確
認
す
る
作
業
も
な
く
な

り
、
作
業
員
が
危
険
箇
所
へ
立
ち

入
る
回
数
が
減
り
、
災
害
対
応
時

の
安
全
性
の
向
上
に
も
寄
与
し

た
。

ドローンによる３Ｄ
測量

差分分析の様子

　保坂組（新潟県妙高市）は、山間地・豪雪地帯特有の
災害リスクに対応するため、防災訓練でＩＣＴ施工の導
入効果を検証した。ＵＡＶによる３Ｄ測量とマシンコン
トロール建機を連携させ、若手でも高精度な施工を実
現。ＧＮＳＳが使えない環境を想定したＬＰＳ方式も導
入し、実効性を確認した。省力化や安全性向上の効果も
得られ、平時からの活用による持続的な災害対応力強化
に手応えを示した。

保
　
坂
　
組

厳しい環境条件にICT技術で対応

【
導
入
機
器
】

　

▽
ス
タ
ー
リ
ン
ク
―
他
。

【
導
入
効
果
】

　

▽
ス
タ
ー
リ
ン
ク
＝
従
来
は
、

電
波
不
感
地
域
は
シ
ス
テ
ム
を
使

っ
た
状
況
報
告
、
共
有
の
た
め
に

10
㎞
程
度
移
動
す
る
必
要
が
あ
っ

た
が
、
ス
タ
ー
リ
ン
ク
を
活
用
す

る
こ
と
で
、
電
波
不
感
地
域
に
お

い
て
も
、
災
害
現
場
の
状
況
を
即

時
に
共
有
で
き
た
。

　

効
果
を
実
感
し
た
会
員
企
業
の

う
ち
、
通
信
不
感
地
域
に
あ
る
建

設
企
業
が
ス
タ
ー
リ
ン
ク
の
導
入

を
積
極
的
に
議
論
す
る
よ
う
に
な

る
な
ど
、
今
後
の
建
設
現
場
に
お

け
る
安
全
管
理
や
遠
隔
臨
場
の
素

地
が
で
き
た
。

　群馬県建設業協会（群馬県前橋市）は災害時の情報共
有強化を目的として衛星通信「スターリンク」を導入し、
防災訓練で有効性を検証した。携帯電話が通じない不感
地域でも通信環境を確保し、現場状況をリアルタイムで
共有できることを確認。従来必要だった移動の手間を解
消し、迅速な対応を実現した。操作手順の習熟も進み、
今後は平時の施工や遠隔臨場への活用にも広がりが期待
される。

群
　
馬
　
県

建
設
業
協
会

衛星通信で不感地域を解消

【
導
入
機
器
】

　

▽
ド
ロ
ー
ン
▽
ウ
ェ
ア
ラ
ブ
ル

カ
メ
ラ
―
他
。

【
導
入
効
果
】

　

▽
ド
ロ
ー
ン
＝
こ
れ
ま
で
車
両

が
通
行
で
き
な
い
箇
所
に
は
徒
歩

で
調
査
を
実
施
し
て
お
り
、
高
架

橋
点
検
で
は
足
場
や
は
し
ご
設
置

が
必
要
と
な
り
多
く
の
手
間
が
か

か
っ
て
い
た
。
ド
ロ
ー
ン
の
活
用

に
よ
り
車
両
通
行
で
き
な
い
箇
所

や
危
険
箇
所
で
は
、
撮
影
画
像
か

ら
状
況
を
本
部
で
共
有
で
き
た
。

橋
梁
点
検
時
に
は
足
場
や
は
し
ご

の
設
置
が
不
要
に
な
り
、
５
人
の

人
員
削
減
を
図
れ
た
。

　

▽
ウ
ェ
ア
ラ
ブ
ル
カ
メ
ラ
＝
従

来
は
被
災
箇
所
の
情
報
を
リ
ア
ル

タ
イ
ム
に
共
有
で
き
ず
、
帰
社
後

に
デ
ー
タ
整
理
や
紙
で
出
力
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
か
っ
た
が
、
被
災

箇
所
の
情
報
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
に

道
路
（
河
川
）
管
理
者
と
共
有
す

る
こ
と
が
で
き
た
。

　

ま
た
、
管
理
者
の
移
動
時
間
の

削
減
と
、
迅
速
な
対
応
判
断
・
災

害
対
応
が
可
能
と
な
っ
た
。
現
地

調
査
員
を
４
人
程
度
削
減
で
き

た
。

ウェアラブルカメラ
による点検

リアルタイム情報共
有の様子

　塩谷建設業協同組合（栃木県矢板市）は、栃木県の合
同水防・地震情報伝達訓練でドローンやウェアラブルカ
メラを活用し、災害時の情報収集・共有の高度化を図っ
た。河川氾濫を想定し、被災状況や橋梁点検結果をリア
ルタイムで共有。従来のシナリオ型から実践型訓練へと
発展させ、人員削減と迅速な意思決定を実現した。ＩＣ
Ｔ導入により現場と本部の連携強化に手応えを得た。

塩
谷
建
設
業

協
同
組
合

リアルタイム共有で即応力を強化

ド
ロ
ー
ン
で
撮
影
し
た
被

災
箇
所
の
情
報
共
有

ス
タ
ー
リ
ン
ク
の
設
置
状

況

災
害
対
策
本
部
と
の
情
報

共
有



（4）2026年（令和 8年）5月21日（木曜日）日本工業経済新聞

学生へ実体験交え建設業界を説明した

日本建設業経営協会50年の歩み
年月 日建経の主な出来事

1975（昭和50）年12月 任意団体日本建設業経営協会設立

1976（昭和51）年1月 社団法人日本建設業経営協会設立許可
初代会長に木田保太郎氏就任（会員92社）

5月 第1回定時総会
1977（昭和52）年5月 協会事務所移転（千代田区麹町一の瀬ビル2F）
1981（昭和56）年5月 2代会長に石澤六郎氏就任

1983（昭和58）年3月 「建設業と独占禁止法について」の調査研究報告書発表
5月 会社職員表彰を実施

1986（昭和61）年5月 設立10周年記念祝賀会開催
日建経十年小史発行

1987（昭和62）年10月 中央技術研究所開所、初代所長に中野清司氏就任（常任会員43社）

1988（昭和63）年3月 「中堅建設業における技術開発等の共同化に関する調査研究報告書」発表
4月 中央技術研究所機関誌「ニュースレター」創刊

1989（平成元）年 6月 第1回建設技術研究会開催（後に「技術懇話会」と改称）
7月 東京支部設立、初代支部長に坂田秀男氏就任

1990（平成2）年 3月 協会事務所移転
（千代田区三番町三番町関野ビル3F）

4月 綿貫民輔建設大臣、中央技術研究所を視察
中央技術研究所パソコン通信「なるほどネット」開局

12月 台湾内務省建設自動化視察団が中技研を見学

1991（平成3）年 1月 協会と東京電機大学との合意覚書調印式
（山の上ホテル）

5月 3代会長に多田公人氏就任

6月 第1回日建経技術発表会開催
（のちの会員技術フォーラム）

1992（平成4）年 8月 日建経技術研究センター開所
1993（平成5）年 3月 「製造物責任と建設業について」発表

6月 「自律的安全対策アクションプログラム」制定
10月「日建経行動規範」制定

1995（平成7）年 5月 4代会長に谷川直武氏就任

1996（平成8）年 3月 「中堅建設業将来ビジョン―建設産業変革の時代に向けて―」策定
5月 設立20周年記念式典開催
12月 日建経二十年史発行

1999（平成11）年2月 中部支部設立、初代支部長に徳倉正志氏就任
3月 「中堅建設業の技術開発の共同化」発表

2001(平成13)年 5月 5代会長に藤木鐵三氏就任
2002（平成14）年6月 6代会長に北野次登氏就任

11月 協会事務所移転（中央区八重洲東京建設会館7階）
2003（平成15）年5月 7代会長に藤井　浩氏就任
2004（平成16）年7月 日建経ホームページの開設
2005（平成17）年5月 8代会長に白石孝誼氏就任
2007（平成19）年5月 9代会長に徳倉正晴氏就任
2009（平成21）年6月 日建経あり方検討委員会設置
2010（平成22）年5月 10代会長に大島義和氏就任

6月 経営研究会発足
2011（平成23）年12月 一般社団法人日本建設業経営協会へ移行
2012（平成24）年4月 委員会の再編（総務委員会、経営委員会、技術委員会）
2013（平成25）年3月 協会事務所移転（江東区東陽町東京原木会館10階）

5月 11代会長に原　眞一氏就任
2021（令和3）年 5月 12代会長に中村信吾氏就任

2025（令和7）年 4月 「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する自主行動計画」制定
5月 13代会長に馬淵圭雄氏就任

　

一
般
社
団
法
人
日
本
建
設
業
経
営
協
会
設
立
50
周

年
に
あ
た
り
、
ご
あ
い
さ
つ
申
し
あ
げ
ま
す
。

　

さ
て
、
当
協
会
は
、
建
設
業
の
経
営
の
近
代 

化
・
合
理
化
を
促
進
す
る
こ
と
に
よ
り
そ
の
資
質
の

向
上
を
図
り
、
わ
が
国
建
設
産
業
の
健
全
な
発
展
に

寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
昭
和
50
年
12
月
９

日
に
創
立
さ
れ
、
翌
51
年
１
月
26
日
に
公
益
法
人
と

し
て
建
設
大
臣
の
認
可
を
受
け
発
足
い
た
し
ま
し

た
。

　

協
会
発
足
当
初
は
、
ち
ょ
う
ど
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク

に
よ
る
混
乱
の
中
、
日
本
経
済
が
低
成
長
時
代
へ
と

移
行
し
、
政
府
の
総
需
要
抑
制
策
も
あ
っ
て
、
建
設

業
界
は
か
つ
て
な
い
厳
し
い
立
場
に
立
た
さ
れ
て
い

ま
し
た
。
特
に
、
私
ど
も
中
堅
建
設
業
者
は
、
厳
し

い
試
練
の
中
に
あ
っ
て
、
そ
の
意
見
・
要
望
を
代
弁

し
て
く
れ
る
団
体
も
な
く
、
中
堅
業
者
の
存
在
を
訴

え
る
場
も
術
も
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
を
背
景
に
、
志
を
同
じ
く
す
る

中
堅
建
設
業
者
92
社
が
相
寄
り
、
相
互
の
理
解
と
団

結
の
も
と
に
、
地
位
保
全
と
経
営
基
盤
の
確
立
を
目

指
そ
う
と
い
う
動
き
が
急
速
に
沸
き
起
こ
り
、
日
建

経
の
誕
生
と
な
っ
た
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　

以
来
、
日
建
経
は
50
年
に
わ
た
っ
て
、
信
頼
の
お

け
る
中
堅
建
設
業
を
構
築
す
る
た
め
、
関
係
官
公
庁

へ
の
各
種
の
要
望
・
提
言
、
建
設
関
係
団
体
と
の
連

携
、
調
査
、
研
究
活
動
、
広
報
活
動
な
ど
を
積
極
的

に
推
進
し
、
ま
た
経
営
の
体
質
強
化
を
図
る
た
め
各

種
の
講
演
会
、
講
習
会
、
見
学
会
、
海
外
建
設
事
業

視
察
な
ど
を
活
発
に
行
っ
て
ま
い
り
ま
し
た
。

　

こ
の
間
、
昭
和
62
年
10
月
に
は
、
附
属
機
関
と
し

て
建
設
産
業
界
初
の
中
堅
建
設
業
の
共
通
問
題
を
取

り
扱
う
と
と
も
に
個
々
の
会
員
企
業
の
企
業
目
的
に

沿
っ
た
研
究
を
目
的
と
す
る
中
央
技
術
研
究
所
を
設

立
し
、
さ
ら
に
平
成
４
年
８
月
に
は
、
ハ
ー
ド
の
研

究
施
設
と
し
て
日
建
経
技
術
研
究
セ
ン
タ
ー
を
開
所

し
、
以
来
着
実
に
研
究
開
発
の
成
果
を
あ
げ
て
い
る

と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

　

さ
て
、
昨
今
は
、
世
界
経
済
情
勢
が
不
安
定
化
す

る
中
、
円
安
が
急
速
に
進
み
、
原
油
や
穀
物
な
ど
の

資
源
価
格
の
急
騰
に
見
舞
わ
れ
、
否
応
な
く
建
設
業

界
に
も
波
及
し
、
建
設
資
機
材
の
高
騰
な
ど
に
よ

り
、
中
堅
建
設
業
の
経
営
に
も
過
重
な
負
担
と
し
て

重
く
の
し
か
か
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

ま
た
現
在
、
官
民
挙
げ
て
「
働
き
方
改
革
」
と
し

て
、
週
休
２
日
制
の
導
入
お
よ
び
長
時
間
労
働
の
是

正
、
そ
れ
に
伴
う
技
能
労
働
者
の
賃
金
水
準
の
確
保

な
ど
将
来
の
担
い
手
確
保
に
向
け
た
環
境
整
備
が
強

力
に
推
進
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
こ
れ
ら
建
設
業
環
境

の
変
化
に
対
応
す
る
と
と
も
に
、「
女
性
技
術
者
の

活
躍
支
援
」「
特
定
技
能
外
国
人
労
働
者
の
受
け
入

れ
」
や
「
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ
ス
テ
ム
へ
の
参
画
」

な
ど
に
つ
き
ま
し
て
、
他
の
建
設
業
関
係
団
体
と
協

調
し
な
が
ら
対
策
を
講
じ
て
い
く
こ
と
は
も
ち
ろ
ん

で
す
が
、
会
員
相
互
の
連
携
を
密
に
し
て
対
応
に
当

た
っ
て
い
き
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

日
本
建
設
業
経
営
協
会
は
、
わ
が
国
の
中
堅
建
設

業
の
集
団
と
し
て
大
手
建
設
業
と
地
域
建
設
業
の
狭

間
で
、
小
回
り
の
効
く
俊
敏
さ
と
、
技
術
力
と
体
力

を
併
せ
も
つ
特
長
を
生
か
し
、
地
域
の
中
核
建
設
業

と
し
て
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
な
企
業
経
営
を
し
て
い
く
こ

と
を
目
指
し
、
諸
問
題
の
解
決
に
真
剣
に
取
り
組

み
、
会
員
各
社
の
発
展
と
わ
が
国
建
設
産
業
の
隆
昌

の
た
め
、
一
層
の
努
力
を
重
ね
て
参
る
所
存
で
ご
ざ

い
ま
す
の
で
、
皆
様
方
の
温
か
い
ご
指
導
と
ご
鞭
撻

を
賜
り
ま
す
よ
う
心
か
ら
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

日
本
建
設
業
経
営
協
会
の
中
央

技
術
研
究
所
（
深
澤
協
三
所
長
）

は
、
技
術
人
材
確
保
育
成
委
員
会

を
発
足
し
、
業
界
の
将
来
を
担
う

学
生
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
を
行
っ
て

い
る
。
ま
た
女
性
技
術
者
活
躍
環

境
創
成
部
会
を
立
ち
上
げ
、
女
性

技
術
者
が
実
体
験
を
交
え
な
が

ら
、
働
き
方
や
魅
力
を
学
生
に
伝

え
て
い
る
。
さ
ら
に
生
成
Ａ
Ｉ
や

Ｂ
Ｉ
Ｍ
活
用
に
も
力
を
入
れ
、
会

員
相
互
で
取
り
組
み
、
横
展
開
を

行
っ
て
い
る
。

　

技
術
人
材
確
保
育
成
委
員
会

は
、
人
材
確
保
と
育
成
を
担
う
べ

く
、
中
央
技
術
研
究
所
が
事
務
局

と
な
り
立
ち
上
げ
た
。

　

例
え
ば
最
近
の
学
生
は
、
特
に

施
工
管
理
職
に
就
き
た
が
ら
な
い

と
い
う
。
本
当
に
嫌
な
の
か
、
情

報
や
触
れ
る
機
会
が
な
く
、
な
じ

み
が
な
い
か
ら
な
の
か
、
あ
る
い

は
業
界
側
の
Ｐ
Ｒ
不
足
も
考
え
ら

れ
る
。

　

委
員
会
は
こ
こ
数
年
の
取
り
組

み
で
、
大
学
の
授
業
の
一
コ
マ
を

担
当
し
て
、
実
務
的
な
面
か
ら
ア

プ
ロ
ー
チ
を
行
っ
て
い
る
。
一
例

を
挙
げ
る
と
、
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー

ト
構
造
の
ひ
び
割
れ
に
つ
い
て
問

題
発
生
時
の
実
務
的
な
解
決
方
法

を
紹
介
。
大
学
で
は
原
理
、
原
則

を
教
え
る
が
、
実
務
上
で
は
意
匠

設
計
で
ひ
び
割
れ
が
目
立
た
な
い

よ
う
に
す
る
、
構
造
設
計
で
は
ひ

び
割
れ
防
止
筋
の
追
加
な
ど
の
解

決
ア
プ
ロ
ー
チ
が
あ
る
こ
と
を
伝

え
る
。

　

大
学
で
学
ん
で
い
る
こ
と
の
延

長
で
将
来
を
考
え
て
ほ
し
い
こ
と

か
ら
、
大
学
で
学
ぶ
内
容
と
ゼ
ネ

コ
ン
の
仕
事
、
特
に
施
工
管
理
職

は
身
近
で
あ
る
こ
と
を
ア
ピ
ー
ル

し
て
い
る
。

　

ま
た
女
性
技
術
者
活
躍
環
境
創

成
部
会
で
は
、
い
か
に
女
性
が
活

躍
す
る
か
を
建
設
業
界
の
問
題
と

捉
え
、
近
年
は
交
流
会
を
開
催
し

て
き
た
。
交
流
会
に
よ
り
、
ゼ
ネ

コ
ン
で
女
性
が
働
く
環
境
の
実
態

を
学
生
に
理
解
し
て
も
ら
う
こ
と

が
狙
い
。

　

２
０
２
６
年
度
の
交
流
会
で
は

「
女
性
技
術
者
と
ラ
イ
フ
イ
ベ
ン

ト
」「
中
堅
女
性
施
工
管
理
技
術

者
の
体
験
談
」
２
つ
を
テ
ー
マ
に

取
り
上
げ
、
若
手
女
性
技
術
者
と

現
役
女
子
大
学
生
が
質
疑
応
答
を

行
う
。
質
疑
応
答
の
内
容
は
、
グ

ル
ー
プ
ワ
ー
ク
で
あ
ら
か
じ
め
内

容
を
討
議
す
る
こ
と
で
、
よ
り
テ

ー
マ
へ
の
理
解
を
深
め
る
と
と
も

に
、
グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
に
参
加
す

る
女
性
技
術
者
間
並
び
に
現
役
女

子
大
学
生
と
の
相
互
理
解
を
深
め

る
。

　

女
性
技
術
者
の
ロ
ー
ル
モ
デ
ル

は
、
建
設
業
界
の
発
展
の
た
め
に

は
、
女
性
の
積
極
的
な
活
躍
が
必

要
だ
と
し
、
中
堅
の
施
工
管
理
職

に
話
を
し
て
も
ら
う
。
な
ぜ
施
工

管
理
職
を
や
り
た
か
っ
た
の
か
、

続
け
ら
れ
な
い
と
思
っ
た
こ
と
は

な
か
っ
た
の
か
、
ど
う
し
て
踏
み

と
ど
ま
っ
た
の
か
、
何
が
踏
み
と

ど
ま
ら
せ
た
の
か
、
な
ど
を
話

し
、ロ
ー
ル
モ
デ
ル
と
し
て
い
く
。

　

ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
で
は
、
結

婚
、
出
産
、
育
児
、
介
護
な
ど
を

ど
う
や
っ
て
乗
り
越
え
て
き
た
の

か
、
本
人
の
努
力
、
会
社
の
支
援

な
ど
に
つ
い
て
、
体
験
談
を
話
し

て
も
ら
う
。

　

将
来
的
に
は
、
技
術
者
の
声
を

吸
い
上
げ
た
結
果
を
積
極
的
に
会

社
に
取
り
上
げ
て
も
ら
う
こ
と

で
、
女
性
が
働
き
や
す
い
環
境
づ

く
り
の
推
進
を
目
指
し
て
い
く
。

　

こ
の
ほ
か
、
生
成
Ａ
Ｉ
部
会
や

Ｂ
Ｉ
Ｍ
研
究
会
に
も
力
を
入
れ
て

い
る
。

　

生
成
Ａ
Ｉ
部
会
は
、
Ａ
Ｉ
を
ど

の
よ
う
に
使
う
か
、
と
い
う
部
分

に
フ
ォ
ー
カ
ス
し
、
技
術
の
導
入

に
取
り
組
ん
で
い
る
。
現
在
は
７

社
が
部
会
に
参
加
し
、
各
社
そ
れ

ぞ
れ
に
得
意
な
分
野
が
あ
り
、「
Ａ

社
は
こ
ん
な
使
い
方
を
し
て
い
ま

す
」
な
ど
、
各
社
の
使
い
方
を
Ａ

Ｉ
に
ま
と
め
さ
せ
、
横
へ
と
展
開

す
る
。
Ａ
Ｉ
プ
ラ
ス
Ｂ
Ｉ
Ｍ
な

ど
、
ト
ー
タ
ル
に
Ｄ
Ｘ
を
推
進
し

て
い
く
。

サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
な
企
業
経
営
を

一
般
社
団
法
人
日
本
建
設
業
経
営
協
会 

会
長 

馬
淵 

圭
雄

中央技術研究所
人材確保と育成推進

会員各社の発展と建設産業隆昌
一般社団法人 日本建設業経営協会　設立50周年記念特集
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